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ABSTRACT
　A comparison of Chinese intra-provincial IO tables against the national-level 
benchmark IO table reveals not only trends in domestic regional industrial 
location, but also intra- and inter-province relationships between dif ferent 
industries. In this paper, three Chinese provinces（Shanxi, Heilongjiang, and 
Xinjiang）are used as chief examples. An introductive overview of their 42-sector 
intra-provincial IO tables, compared with the national-level IO table, is used to 
discuss the intra- and inter-provincial economic impact of holding abundant 
energy resources（coal and/or petroleum and natural gas）with extremely high 
LQ values.
１．はじめに：中国における全国産業連関表と地域内産業連関表
　中国では国民経済計算体系のMPS方式から SNA方式への移行に伴い，国
際比較が可能な本格的な全国産業連関表が国家統計局によって初めて公表され
たのは 1991年であり，それは 1987年を対象にしたものであった。それ以降，
西暦年末位が 2と 7の年を対象にした基本表と，同 5と 0の年を対象にした
延長表の作成が行われている。その結果，2009年末現在で全国産業連関表は，
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基本表では 1987年度，1992年度，1997年度，2002年度，そして 2007年度を
対象とし，また延長表では 1990年度，1995年度，2000年度，そして 2005年
度を対象とした，計 9表が存在する。
（1）
　一方，地方レベルでの産業連関表についても全国産業連関表と同年度を対象
とした，省・自治区・直轄市の一級行政区およびそれ以下の地方行政区のクラ
スの統計部局単位での地域内産業連関表の編集作成作業がなされているが，そ
れらについては，一部の一級行政区レベルの地域統計年鑑等で簡易なものが掲
載されることがあったのを除けば，対外的に原則非公開という機密性の高いも
のであった。したがって，筆者を含め外国人研究者にとって，これまで中国の
地域内産業連関表のデータ使用はおろか，表そのものへのアクセスにかなりの
制度面での制約がかかっていた。
（2）
　しかし，2008年に国家統計局より 2002年度を対象とする『中国地区投入産
出表 2002』という，チベット自治区を除くすべての一級行政区（省・直轄市・
民族自治区）の内生 42部門の地域内産業連関表（競争輸入型）を収録した一
冊の統計資料が国家統計局より発行され，対外的にも公開された。このことに
よって，今後，筆者をふくめ外国人研究者による中国の地域内産業連関表を活
用しての各種の定量分析の機会が増えていくものと期待される。本稿はその導
入的（あるいは初歩的）分析作業の一つと位置づける。
　これら各一級行政区の地域内産業連関表を概観してみると，その基本形は全
国産業連関表のそれに準じたものとなっていることがわかる。ただし，全国産
業連関表とは別に追加的に，域外交易項目として他国との輸出，輸入項目以外
に国内他地域との移出，移入項目が本来的にあるべきはずのところが，図 1の
（ 1）ただし，2005年度延長表については，筆者は『中国統計年鑑』（2008年版および 2009年版）
に収録されている内生 17部門という，製造業およびサービス業での部門分類が比較的粗
いものしか認知していない。
（ 2）数少ない例外として，1987年，1992年，1997年の各地域内表を用いての Naughton［2000］，
Poncet［2003］，1997年の各地域内表を用いての，筆者執筆論稿も収録されている岡本（編）
［2002）］，および同［2003］が挙げられる。
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雛形が示すように，域外交易項目が明確に項目別に区分されておらず，（輸出
＋移出）の合計額から（輸入＋移入）の合計額を差し引いた“浄流出”（以下，「純
輸移出」と表現）額表示となっている。これはたとえば，任意の地域の産業構
造を把握する際の定番であるスカイライン分析での，各産業部門の域内自給率
とか，輸・移出比率や輸・移入比率の導出や，それらを用いての部門間および
地域間比較をきわめて困難にさせるものである。また，各産業部門がもたらす
域内産業への生産波及の度合いと域外の波及の漏れの程度から，域内産業の
域外経済への依存の度合いを推測する際に用いられる［I－ {I－（M＋ N）}A］－1
型レオンチェフ逆行列を構成する輸入係数（M）および移入係数（N）も導出
できない。そういう意味において，当該地域での任意の産業の域外経済との関
係の計量的把握を容易ならざるものにしている。尤も，その場合は別の統計資
料を用いての各地各部門の輸出額，移出額，輸入額，移入額を推計する方法が
あるが，これは筆者自身の経験上きわめて煩雑で労力のかかる作業であるので，
以下，本稿では純輸移出入データの分離をあえて行わずに論を進めていくこと
図 1　2002 年度中国・地域内産業連関表 ( ひな型 )
単位：万人民元 ( 当年生産者価格評価 )
出所　国家統計局国民経済核算司編『中国地区投入産出表 2002』中国統計出版社、
　　　3頁
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にする。
２．地域内産業連関表比較からみた中国各地の産業立地
　中国の全国産業連関表は，2002年対象分については内生部門数分類に応じ
て 42部門と 122部門の 2タイプがあるが，本稿ではそのうち，前者を分析の
際のベンチマークとして取り扱い，これと各省・直轄市・自治区の 42部門地
域産業連関表との対比を通じて，中国という広大な経済空間が抱える産業立地
面での問題の一側面を考察していく。
　ここで任意の地域において，天然資源の豊富な賦存状況あるいは産業集積の
形成などを通じて比較優位性を有し，当該地域の成長基盤となる産業と，そ
うでない産業とを便宜的に識別する計量ツールの一つに，立地係数（Location 
Quotient; LQ）がある。
　立地係数を産出額ベースでとらえるものとして，某地域（R）における某産
業（i）の総産出額を YiR，地域 Rにおける産業全体の総産出額を，そして全国
（N）における産業 iの総産出を YiN，全国の産業全体の総産出額を YNとすれば，
立地係数は，
　　　　　　　　　　　  YiR／YRLQiR＝ ――――　　　  YiN／YN
として表され，この立地係数（LQ）が 1より大きいか否かが，地域 Rでの産
業 iの比較優位性の有無の判断基準となる。
　表 1では，全国産業連関表と各地産業連関表の内生 42部門別の総産出デー
タをそれぞれ，YiNと YiRに代入して求めた立地係数（LQ）のうち，2以上という，
きわめて高い数値を記録した部門を降順に列挙している。
（3）
これより，西北部（新
疆ウイグル自治区，甘粛省，青海省）や黒龍江省の石油や天然ガス，そして山
（ 3）厳密には各一級行政区の 42部門それぞれの総産出の合計は，全国産業連関表での各部
門総産出額とは合致していないが，本論では，その誤差を捨象したものとして取り扱って
いる。
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西省の石炭などといったエネルギー原料関連部門，重慶市や吉林省での自動車
製造業など交通運輸設備関連部門，北京市の各種サービス産業部門などの LQ
値が突出していることがわかる。うち，北京の各種サービス産業部門を除けば，
純輸移出表示が概ねプラスとなっており，これらの地域での該当物的生産部門
については域外で生じる需要にもとづく比較優位性が見られることを示してい
る。
（表 1）立地係数のきわめて高い（LQ＞ 2）全国各地の産業部門一覧
各地地域内産業連関表および全国産業連関表より筆者算出
備考：純輸移出項目の＋は輸移出超過を、－は輸移入超過を示す
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　それでは，任意の地域での基盤産業が域外需要に応じて移出ないし輸出する
ということをもって，他地域に対する競争優位を示すものとして，それらの域
外への輸移出と域内での需要のバランス関係はどのようなものであろうか。次
節では，LQ値が突出していたなかでも，山西の石炭採掘と，新疆と黒龍江で
の原油・天然ガス採掘といったエネルギー原料採掘部門を対象にとりあげて考
察していく。
３．地域内産業連関表からとらえるエネルギー原料産地の“立ち位置”
3.―1　域外交易と域内需要の関係
　まずは，山西，新疆，黒龍江の 3枚の地域内産業連関表から，各地の考察対
象部門の純輸移出項目の同総産出に対する比重を，全国表との対比で見てみる。
　（表 2）より，まず，石炭採掘に関して，山西の純輸移出額（313億 0803万元）
は同省同部門総産出の 60％以上を占め，また，全国産業連関表でみた石炭採
掘総産出額（4010億 9089万元）のうち山西分の総産出が約 13％を占めており，
山西からの純輸移出規模は山西以外での総産出の 9％に相当することが確認で
きる。
　つぎに，原油・天然ガス採掘部門に関しては，黒龍江の純輸移出規模（694
億 9757万元）が同省同部門総産出の 80％近くを占めているのに対して，新疆
の場合（95億 4170万元）は同自治区同部門総産出の 34％を占めている。また
全国産業連関表でみた原油・天然ガス全国採掘総量（3263億 3054万元）のうち，
黒龍江と新疆の 2地域だけで約 4分の 1を占めており，さらに両地域からの純
（表 2）石炭、原油・天然ガス純輸移出規模 (2002 年 )　単位：万元
　　　　　2002年各地域内産業連関表および全国産業連関表より
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輸移出の規模は両地域を除く全国他地域での原油・天然ガス総産出の 37.5％に
相当する。
　さて，これら純輸移出額表示であるが，冒頭でふれたように，公表された
2002年地域内産業連関表の域外交易項目が純輸移出表示となっていて，厳密
には各地域の産業部門ごとの輸出，移出，輸入，移入に区分された各データの
詳細を知ることはできない。筆者は，かつてアジア経済研究所（IDE-JETRO）
と中国の国家信息中心（SIC）との共同研究プロジェクトのスタッフの一人（外
部研究委員）として中国の多地域間産業連関モデル（MRIO）作成に関わった
ことがあるが（2001～ 2003年度）
（4）
，2001年夏に当モデル作成のベースとなる
一級行政区別の 1997年地域内産業連関表を北京の国家信息中心で，共同研究
のパートナーでもある先方スタッフの立会いのもとで閲覧したことがある。そ
の際，輸出，移出，輸入，移入が明確に 4区分されているもの，輸移出表示と
輸移入表示に 2区分されているもの，そして純輸移出表示のものというように，
一級行政区ごとでの当該個所の表示パターンが 3種類あったことを記憶してい
る。またその時には，部分的な了承を得て，一部地域の産業連関表の輸・移出，
輸・移入の各項目のデータについて先方にヒアリングを行ったが，そのうち山
西の石炭採掘，新疆の原油・天然ガス採掘の輸移出額および輸移入額はそれぞ
れ，その時のヒアリングにもとづけば，以下の（表 3）の通りになっていた。
（ 4）プロジェクトの成果はデータベースとして IDE-JETRO（ed.）［2003］（日本発行英語版）
および国家信息中心（編）［2005］（中国発行中国語版）として公表されている。
（表 3）石炭、原油・天然ガス純輸移出規模 (1997 年 )　単位：万元
（備考）1997年地域内産業連関表データに関するヒアリングメモより　　単位：万元
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　これらの記録メモから，山西，黒龍江，新疆いずれとも考察対象当該部門に
関しては輸移出超過となっており，1997年のこれらデータから得られる 3地
域 3部門の純輸移出額の同部門総産出額に対する比例関係の趨勢は上述 2002
年データとほぼ類似していることが確認できる。なかでも，原油・天然ガス採
掘に関しては，新疆では域外への輸移出が顕著であるものの，総産出に占める
割合は半分も満たさず，同自治区内でこれらを素材にした加工産業など域内需
要に向かわせる分も少なくないことを示しているのに対して，黒龍江は総産出
の大半を域外需要に向けに輸送させている対照性が 2002年版の両者の地域内
産業連関表同様に看取できる。このように，新疆と黒龍江とではそれぞれの域
内での原油・天然ガス採掘部門の関連他産業部門に与える影響は一様ではない。
　また，石炭採掘の国内一級行政区間の移出入状況に関していえば，『中国交
通年鑑』に例年マトリクス状にデータ記載されている全貨物および石炭に関す
る鉄道輸送 OD表（重量ベース表示）が参考になる。というのも石炭の形状
および重量面での性質から，その長距離陸地輸送に際しては鉄道貨物によるバ
ルク輸送が最も合理的であり主流となると考えられるからである。（表 4）は
2002年の鉄道貨物輸送における一級行政区間の石炭輸送の OD表であるが，
この表から，山西を起点とする他地域への鉄道貨物輸送総重量の約 8割を占め
る石炭輸送計 2億 4823万トンのうち，その主たる輸送仕向け先が東部沿海地
域各省・直轄市であること，そして他方で，他地域から山西へ到達する石炭輸
送総量は 6万トン程度にすぎず，山西省が石炭資源に関して圧倒的な国内移出
量を有していることが確認できる。
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3.―2　エネルギー採掘部門の域内他産業部門への連関性
　つぎに，川上部門のエネルギー資源を原料として豊富に保有することで，域
内の川中部門の関連素材加工産業がどの程度の影響を受けているのかについて
検討する。ここでは，石炭採掘部門についていえば，域内の発電やコークス生
産を促したり，さらにそれらを投入財としての鉄鋼などの金属精錬圧延加工部
門の発展を促したりする程度をめぐって，また，原油・天然ガス採掘部門につ
いては化学産業やエネルギー関連部門にどのていど関わっているのかを中心に
観察することになる。
　まず，川上の採掘部門である石炭，原油・天然ガスを原料にしての川中の
関連中間財部門への投入の程度を見るいたってシンプルな方法は川上部門を
i，川中部門を jとした投入係数 aijの大小比較である。ただし，本論で取り扱
う地域内産業連関表および全国産業連関表はいずれも競争輸入型であるがため
に，これらの投入係数の元となる産業部門間の中間需要について，どれだけの
シェアが域内産品に対する需要であり，残りのどれだけのシェアが域外からの
輸入や移入に依存しているかを判別することはできない。したがってここでは，
各地域内産業連関表と全国産業連関表の当該産業部門にかかわる投入係数での
大小を見るという程度の，大雑把かつ相対的な比較作業にとどまる。
　（表 5）では，全国産業連関表と山西の地域内産業連関表とでは石炭採掘部
門を，そして，全国産業連関表と新疆および黒龍江の地域内産業連関表とでは
原油・天然ガス採掘部門をそれぞれ iとした投入係数をまとめてみた。これよ
り，山西での石炭採掘のガス（“燃汽”）供給や金属精錬・圧延加工部門への，
新疆での原油・天然ガス採掘のガス供給への，そして黒龍江での原油・天然ガ
ス採掘の石油加工・コークス・核燃料加工への投入係数が全国水準よりも下回っ
ているのが確認でき，これら部門への原料資源投入が相対的に低いことを示し
ている。
　また，化学工業や金属精錬・圧延加工業については，採掘原炭そのものの直
接投入よりも，むしろ，その加工物としてのコークスや電力の投入を介しての
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間接的なかたちをとることにもなるから，石油加工・コークス・核燃料加工お
よび電力を i，化学や金属精錬・圧延加工を jとした投入係数で見ると，山西
の場合，石油加工・コークス・核燃料加工の金属精錬・圧延加工への投入係数
（0.0956）は全国水準のそれ（0.0346）を上回っていたが，石油加工・コークス・
核燃料加工の化学への投入係数（0.0278），そして電力部門の金属精錬・圧延
加工および化学への投入係数（0.0495および 0.0400）は全国産業連関表での投
入係数（0.0331，0.0522および 0.0460）を下回っていた。
（表5）石炭採掘および原油・天然ガス採掘部門を i とした投入係数比較(対全国)
　各地地域内産業連関表および全国産業連関表より筆者算出
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　次に，石油加工・コークス・核燃料加工，化学，金属精錬・圧延加工や，エ
ネルギー加工などの川中の素材部門の純輸移出規模について，それぞれの当該
地域を除く全国総生産額に対する比率でみると，（表 6）に示すように上述の
石炭採掘や原油・天然ガス採掘部門のケースと比べてみてはるかに低い数値が
出た。なかでも 3地域の化学工業と，黒龍江，新疆の金属精錬・圧延加工にい
たってはいずれもマイナスの純輸移出，つまり，輸移入超過となっている。
　これらより，石炭，原油・天然ガスを原料にした一次加工部門については，
原燃料採掘部門とは対照的に，域外からの輸移入が見られるか，あるいは大半
が域内で需要されていることで，域外への輸移出の動機づけがさほど高くない
ことが示される。
　さらに，石炭，原油・天然ガス採掘部門の関連部門への波及効果についてみ
てみる。任意の産業部門が他の産業部門の生産活動を直・間接的に誘発する連
関効果には，他の諸産業部門に対する原材料需要が誘発されて，原材料供給産
業の登場が可能になる後方連関効果と，当該産業部門の生産物が他の諸産業部
門に原材料として供給し，それによって他の諸産業部門の登場が可能となる前
（表６）石炭、石油関連川中部門の産出および純輸移出規模　　単位：万元
　2002年各地域内産業連関表および全国産業連関表より
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方連関効果がある。産業連関分析ではこれら二つの連関効果を測る指標として，
それぞれ影響力係数と感応度係数が用いられる。
　（表 7a,b）では，山西，黒龍江，新疆および全国の内生 42部門の影響力係数
と感応度係数を掲示しているが，川上のエネルギー採掘部門の川中・川下の産
業への前方連関効果は，山西の石炭採掘，黒龍江・新疆の原油・天然ガス採掘
の感応度係数でとらえるものとして，いずれとも，全国表でみたそれら部門で
の感応度係数と比べて決して小さいというわけではない。
　ただ，ここまでのいくつかの分析を通じて，石炭にせよ，原油・天然ガスに
せよエネルギー原料そのものの大半が域外に流出していることによる域内への
供給面での量的制約が，域内他部門への波及効果，ひいてはエネルギー開発自
体がもたらす雇用や経済成長の地域経済の発展への貢献を限定しているように
も受け止められる。
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3.―3　付加価値比率からみたエネルギー原料採掘部門の位置づけ
　最後に各地産業連関表の粗付加価値項目について見てみることにする。（表
8a～ d）では山西，黒龍江，新疆そして全国の内生 42部門それぞれの粗付加
価値額の各地域全産業部門粗付加価値総額に占める割合（付加価値比率）およ
び，粗付加価値を構成する労働者報酬，固定資産減価償却，営業余剰，生産税
純額の４項目別での付加価値比率を降順に列挙した。
　このうち，山西の石炭採掘の付加価値比率は 13.3％（省内内生 42部門中序
列 1位），黒龍江の原油・天然ガス採掘の付加価値比率は 19.8％（省内同 1位），
（表 7）全国および各地内生 42 部門の影響力係数と感応度係数
　各地地域内産業連関表および全国産業連関表より筆者算出
　備考：両係数導出のベースとなるレオンチェフ逆行列は（I-A）–1型である
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新疆の原油・天然ガス採掘の付加価値比率は 11.6％（自治区内同 2位）と，い
ずれも全国産業連関表でみた石炭採掘の 1.9％（全国内生 42部門中 21位），原
油・天然ガス採掘の 1.9％（全国内生 42部門中 20位）をはるかに上回っている。
　次に，粗付加価値各項目別でみた付加価値比率に関しては，山西の石炭採
掘部門は労働者報酬で 9.7％（山西省内生 42部門中序列 3位），生産税純額で
19.3％（同 1位），固定資産減価償却は 13.1％（同 1位），営業余剰は 18.9％
（同 1位）であり，黒龍江の原油・天然ガス採掘は労働者報酬で 2.7％（黒龍江
省内生 42部門中 11位），生産税純額で 20.7％（同 1位），固定資産減価償却で
18.1％（同 1位），営業余剰で 54.3％（同 1位）であり，新疆の原油・天然ガ
ス採掘は労働者報酬で 2.2％（新疆自治区内生 42部門中 10位），生産税純額で
14.0％（同 2位），固定資産減価償却で 17.1％（同 1位），営業余剰で 33.6％（同
1位）であった。
　なお，ベンチマークとなる全国産業連関表での付加価値各項目別の石炭採掘
および原油・天然ガス採掘の比率（および 42部門中の序列）は，それぞれ労
働者報酬で 2.4％（12位）と 0.8％（31位），生産税純額で 0.2％（38位）と 2.3％
（14位），固定資産減価償却で 0.1％（41位）と 2.8％（14位），営業余剰で 3.1％
（15位）と 3.6％（12位）であった。
　これらより，山西では石炭採掘の部分で，黒龍江と新疆では原油・天然ガス
採掘の部分でそれぞれ偏って付加価値を計上しており，これら地域がそれぞれ
のエネルギー採掘部門に特化している傾向があらためて確認できる。これは高
コストにもかかわらず，原燃料のまま沿海部など域外に輸送し，そこで製品に
加工されることなどを通じて，原料採掘をはるかに上回る付加価値が域外に吸
収されていることを示唆している。
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４．導入的分析から示唆されるもの―立地論的視点から
　中国は，改革開放下で全国統一市場の形成を目指しながらも，その国土の広
大さから地域間での競合，地域保護主義の台頭といった現象がこれまで様々な
レベルで観察され，国全体が経済実体として，一概に一枚岩であるとはいいが
たい側面を持っている。
　そして，地域ごとでの歴史的環境や自然地理環境などの初期条件や，経済改
革による市場化の進捗の度合いや，対外開放によるグローバル化の影響の受容
などの程度の違いが，同一国内でありながら地域間同士の経済空間としての結
びつきの強弱を左右してきた。
（5）
そのなかで，産業分布についていえば，たとえ
ば，自然条件によってその賦存状況が決定されるエネルギーや鉱物資源などの
原料採掘部門で比較優位を有するものと見なされる内陸部では，それらを投入
原材料とした加工部門の発達が阻まれ，むしろ，近年珠江デルタ，長江デルタ，
環渤海をはじめとする産業集積形成がみられる地域においてそうした資源加工
部門も集中していくといった，産業構造の地域間差異のパターンを生み出して
きた。
　こうした，エネルギー原料主産地における製造業部門の立地の可能性につい
て，資源賦存に恵まれた地域では，その経済発展の後発性とモノカルチャー化
した産業構造から，資源開発が工業化を進めるよりも容易であること，そして，
自地域からの資源輸移出の見返りに，域外から必要な消費財を輸移入できるこ
と，また，資源開発部門が当該地域内での経済活動の中で圧倒的シェアを占め，
域内の希少な経営資源や生産要素を吸収しやすいことなどの諸要因を強調すれ
ば，資源開発が工業化に対してネガティブに働きやすく，結果，製造業基地と
しての集積形成が容易ではないととらえることができる。
　また，このように資源保有地域での一種の経路依存性とも言える採掘資源へ
の偏重ないし特化が，当該地域の経済パフォーマンスの内在的な決定要因と
（ 5）金澤［2009］を参照。
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なっていて，当該地域の盛衰は豊富に保有する資源の価格水準によって大きく
左右されることになる。しかし，資源価格は計画経済時代の名残でこれまで往々
にして低く設定されてきたことから，資源だけに依拠した地域経済振興には多
くを望むことはできない。
（6）
　さらに，本論での山西，黒龍江，新疆の各地域内産業連関表を用いての初歩
的分析から，電力，石油加工・コークスといったエネルギー加工部門の域外純
輸移出の規模が石炭採掘や原油・天然ガス採掘のそれよりも下回っていたこと
と，粗付加価値比率でみた序列結果から，これらの地域ではエネルギー資源採
掘部分での付加価値計上にとどまり，主に原燃料そのものを域外に輸送して，
エネルギー資源を加工して電力やコークスという製品化を通じての域外輸送の
発達が遅れていることが導き出された。このことに関連して，資源価格問題は
資源保有地域から非原料産地の産業集積地への輸送パターンにも反映され得る
ものであり，資源そのままでの輸送と資源を加工してからの輸送とでどちらの
費用が高いか，あるいは低いかによって，原料立地か市場立地かという産業立
地形成パターンに影響を与えるというコスト面の問題を伴うものである。
５.　結びにかえて―導入的分析からの考察課題
　本論では 2002年を対象にした地域内産業連関表と，ベンチマークとしての
全国産業連関表のみを用いて，主にエネルギー資源保有地域でのそれらデータ
から，中国国内の地域的な産業立地をめぐっての導入的考察を行った。ただし，
今世紀に入って以来，中国は GDP成長率で毎年 10％前後の高成長を続けたこ
（ 6）資源保有地域は中央政府介入によって低価格に抑えられた資源生産だけでは十分豊か
になれないことを認識した場合，域内産業構造の高付加価値化に向かうことは十分に考え
られる。山西では，1990年代以降，コークスや電力や鉄鋼など，より高付加価値製品に加
工し，省外に販売することを省の産業政策の方針として掲げたことがあるが，このような
前方連関効果を狙った経済発展戦略は生産コスト面から必ずしも成功的とはいえなかった
（王・丁［2007］）および堀井［2008］を参照）。なお，中国全体での石炭採掘部門と電力
など他産業との連関関係については堀井［2000］や同［2009］などが詳しい。
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とにより，国内からのエネルギー供給だけでは十分対応できなくなってきてお
り，とくに原油に関していえば純輸入国に転じ，備蓄が国家レベルで実施され
ている。
（7）
石炭に関しても近年，備蓄の方向に動き始めている。こういう情勢変
化をふまえて，今後 2007年度以降の地域内産業連関表を用いて分析を行う際
には，国内地域間でのエネルギー資源の移出入にくわえて，国外から輸入した
エネルギーの量的規模の拡大が国内地域間需給関係と地域産業構造にどのよう
な変化をもたらしていくかについて分析・考察が課されることになる。
　また，産業連関分析にかかわる技術面の問題として，本論では，公表された
各地域内産業連関表の表章形式から，輸入係数および移入係数を直接導出でき
なかったがために，各種誘発効果やスカイライン分析の結果を求めるまでに
至っていない。そして，他部門への波及効果を考察する際には，例えば，石炭
採掘に対する加工物としての「石油加工・コークス・核燃料加工」や，鉄鋼以
外の非鉄金属冶金を含む「金属精錬・圧延加工」といった括り方などに見られ
るように，内生 42部門という産業部門項目数は粗いという問題も避けられな
かった。
　またそれら以外に，各地域間で同一産業部門でも価格格差が存在するという
前提にたって，その格差は何が相違したがために生じるものなのかを複数地域
の産業連関表をつき合わせて，たとえば均衡価格決定モデルを用いて分析する
余地も残された。
（8）
これは，価格体系を通じて中国の地域間経済格差問題を解明
するカギとなるものと位置づけられ，今後の検討課題となる。
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